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地
方
自
治
体
の
主
体
性
の
保
証
を
求
め
る
意
見
書

政
府
は
、
平
成
二
十
五
年
度
予
算
編
成
に
当
た
り
、
地
方
交
付
税
を
削
減
し
、
そ
の
削
減
分
を
防
災
・
減

災
事
業
に
充
て
る
方
針
を
打
ち
出
し
た
。
地
方
交
付
税
は
、
団
体
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調
整
し
、
す
べ
て

の
地
方
団
体
が
一
定
の
水
準
を
維
持
し
得
る
よ
う
財
源
を
保
障
す
る
見
地
か
ら
、
国
税
と
し
て
国
が
代
わ
っ

て
徴
収
し
、
一
定
の
合
理
的
な
基
準
に
よ
っ
て
再
配
分
す
る
、
い
わ
ば
「
国
が
地
方
に
代
わ
っ
て
徴
収
す
る

地
方
税
で
あ
る
」
と
、
平
成
十
七
年
二
月
十
五
日
の
衆
議
院
本
会
議
に
お
い
て
小
泉
純
一
郎
内
閣
総
理
大
臣

（
当
時
）
が
答
弁
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
地
方
交
付
税
法
で
は
、
「
国
は
、
交
付
税
の
交
付
に
当
た
っ
て

は
、
地
方
自
治
の
本
旨
を
尊
重
し
、
条
件
を
付
け
、
又
は
そ
の
使
途
を
制
限
し
て
は
な
ら
な
い
」
と
定
め
ら

れ
て
い
る
。

今
回
の
地
方
交
付
税
の
減
額
に
つ
い
て
は
、
財
源
が
足
り
な
い
と
い
う
理
由
で
は
な
く
、
地
方
公
務
員
も

国
家
公
務
員
と
同
様
に
賃
金
を
七
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
削
減
す
べ
き
と
の
考
え
方
に
基
づ
き
提
案
さ
れ
、
し
か

も
防
災
・
減
災
事
業
、
地
域
の
活
性
化
等
の
緊
急
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
給
与
削
減
額
に
見
合
っ
た
事
業

費
を
歳
出
に
特
別
枠
を
設
定
し
て
計
上
す
る
と
し
て
い
る
。
賃
金
の
削
減
を
行
わ
な
け
れ
ば
、
予
算
が
減
じ

ら
れ
る
だ
け
で
あ
り
、
こ
れ
は
地
方
交
付
税
法
に
照
ら
し
て
も
問
題
視
す
べ
き
行
為
で
、
地
方
自
治
の
本
旨

を
揺
る
が
す
大
き
な
問
題
と
考
え
る
。

地
方
自
治
体
は
、
財
政
健
全
化
の
た
め
に
十
年
以
上
も
前
か
ら
独
自
の
賃
金
カ
ッ
ト
を
行
い
な
が
ら
、
財

政
健
全
化
に
努
力
を
し
て
き
た
。
都
道
府
県
で
は
平
成
十
一
年
度
か
ら
二
十
四
年
度
ま
で
に
賃
金
の
独
自
カ

ッ
ト
で
捻
出
さ
れ
た
財
源
は
約
二
兆
円
に
も
及
ん
で
い
る
。
更
に
行
財
政
改
革
を
計
画
的
に
進
め
、
平
成
十

七
年
度
か
ら
二
十
一
年
度
の
間
に
地
方
公
務
員
の
定
数
削
減
目
標
を
六
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
、
目
標
以
上

の
定
数
削
減
を
実
施
し
て
き
た
。
本
県
に
お
い
て
も
平
成
十
六
年
度
か
ら
二
十
三
年
度
ま
で
に
十
七
・
九
パ

ー
セ
ン
ト
の
定
数
削
減
を
行
っ
た
。
こ
れ
ら
の
努
力
は
、
厳
し
い
財
政
の
中
で
も
主
体
的
に
、
地
方
自
治
を

全
う
す
る
た
め
に
行
わ
れ
て
き
た
の
で
あ
る
。

今
回
の
国
の
対
応
は
、
国
民
の
賛
同
を
得
や
す
い
職
員
賃
金
の
削
減
か
ら
始
ま
り
、
や
が
て
は
国
民
生
活

の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
を
脅
か
す
部
門
に
ま
で
、
地
方
自
治
体
の
裁
量
を
認
め
な
い
状
況
と
も
な
り
か
ね
な

い
。
地
方
交
付
税
の
使
途
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
体
の
主
体
性
を
欠
く
よ
う
な
国
の
指
導
が
あ
っ
て
は
な
ら

な
い
。
地
方
自
治
体
の
独
自
性
・
主
体
性
を
担
保
す
る
た
め
に
も
、
こ
の
よ
う
な
国
の
誤
っ
た
考
え
方
を
認

識
さ
せ
、
正
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

よ
っ
て
、
国
会
及
び
政
府
に
お
か
れ
て
は
、
こ
れ
ら
の
こ
と
を
踏
ま
え
、
地
方
交
付
税
の
使
途
に
つ
い
て

は
、
地
方
自
治
の
本
旨
を
尊
重
し
、
地
方
自
治
体
の
自
由
裁
量
に
委
ね
る
こ
と
に
よ
り
地
方
自
治
体
の
主
体

性
を
保
証
す
る
よ
う
求
め
る
。

右
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。
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